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Ⅰ　職員の任免及び職員数に関する状況

1 職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の採用、退職の状況

（２）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

人

人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。教育長を除く。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（３）年齢別職員構成の状況　（平成２７年４月１日現在）

（４）定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成２６年４月１日～平成３１年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

69

平成26年4月1日

24歳

～

3 1

0 0

20歳

～

28歳

1

職員数
9

合 計 3

人

～

20歳

未満

平成31年4月1日

57

27歳 35歳

0

職 員 数

人

職 員 数

～

31歳

9

人

3.559

8 4

2

8 3 78010

56歳

計

人人 人

52歳

～ ～

51歳 59歳 以上

～

人人人人

43歳 47歳 55歳

40歳36歳32歳

～

39歳

増 減 数

人人人

区　分

職 員 数
対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成２６年

一般行政職

技能労務職

平成２６年度
退職者数(人)

平成２７年度
新採用者数(人)

平成２７年

税　　務

総　　務 企画部門の業務増

4 0

農業部門の欠員不補充

0

6 △1

2 2 0

7 7

0

0

21 22 1

計

4 0

5 05

民　　生 7 7 0

土　　木

商　　工 4

＜参考＞

 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 70
57 57 0

＜参考＞

教育部門 12 12 0

0小　計
 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 85

69

下水道 1 1 0

水　道

0

0

0

小　計 9 9 0

78

66

2

衛　　生

2

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

4

0労　　働

合 計

公営企
業等会
計部門 その他

農林水産 7

議　　会

78

［ 79 ］

44歳 48歳

～～

60歳

増 減 率

［ 80 ］

23歳

126 9
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Ⅱ　職員の給与の状況

1 職員の給与の状況

（１） 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成２７年４月１日現在の人数である。

（３）特記事項

給与制度の総合的見直しの実施

（４）職員の平均給与月額、初任給等の状況

① 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（５）職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２７年４月１日現在）

2 一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２７年４月１日現在）

（注）１　田舎館村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

平均給与月額平均給料月額平 均 年 齢区　　分

255,650

－

構成比職員数

％　

％　

人　

人　

千円 

4,79223,081 78,802 330,629

％　

360,500

296,800－

平成２６年度
人 千円 千円 

9

　　　給与費 B/A　　　　

千円 

区 分
職 員 数 給 与 費

Ａ 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ職 員 手 当給 料

3,421,835

％ ％ 

400,264 17.8

（参考）一人当たり

区 分
住民基本台帳人口 歳 出 額

平成２６年度
人　 千円 

8,146

Ａ 

区　　　　分 経験年数10年～15年 経験年数15年～20年 経験年数20年～25年

区　　分

－

一般行政職

大　学　卒

350,900

（平成２６年度末） Ｂ 

2

経験年数25年～30年

高　校　卒

256,900

 課長、事務局長、所長

 課長、事務局長

8

14.3
４　　級

３　　級

６　　級

 所長、課長補佐、主幹、主任主査  

％　

高　校　卒

174,200

322,700

142,100142,100

人　

千円 

人　

一般行政職

287,900

大　学　卒

技能労務職

技能労務職

139,500

54.6技能労務職

207,100

５　　級

287,900

千円 

人 件 費 率

 主事、主事補

高　校　卒

 （参考）

平成25年度の人件費率

14.7

区　　　　　分

　一般行政職の給料表については、青森県人事委員会勧告に基づき、平成27年4月1日より平均2％引下げ。激変
緩和のため、4年間（平成31年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。他の給料表についても、一般行政
職給料表との均衡を踏まえて青森県人事委員会勧告にならって実施。

実 質 収 支 人 件 費

千円 

608,001

Ｂ／Ａ 

国

高　校　卒

２　　級

１　　級

％　

％　
 係長、主査 

25.4

6.3

人　

 主事

人　

3.2

274,048

標準的な職務内容

69

249,600

228,746

田　舎　館　村

16

174,200

－

24

4

38.1

12.7

38.4 292,613一般行政職

139,500
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3 職員の手当の状況(一般行政職）

（1)期末手当・勤勉手当 （２）退職手当（平成２７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

千円 月分 月分

月分 月分

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 月分 月分

 月分  月分 月分 月分

（ ）月分 ( ）月分 その他の加算措置

（加算措置の状況）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）な し ）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

（４）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、

　　　教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

月額３，０００円

一体５００円

49.59

定年前早期退職特別措置（３％～４５％）

職務の級に応じた調整額

左記職員に対する支給単価

日額５００円

4

4,875

49.59

１体につき１，０００円

28

行旅死亡人にして身元不明の
ため遺体の仮埋葬に従事した
とき

除雪作業に従事したとき

主な支給対象業務

田　　　　舎　　　　館　　　　村

12,307

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

52

手当の種類（手当数）

1,979

20.445

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

10.3

39

支給実績

支給実績（平成２６年度決算）

勤続２０年 25.556251,104

49.59

2.50

29.145

勤続３５年 41.325

田　　舎　　館　　村

行旅死亡人遺体
仮埋葬作業手当

55

支給実績（平成２５年度決算） 2,303

役職加算5％～15％

0.70

手当の名称

役場に勤務する職員

12月から3月までの間、本務とし
て除雪機械を運転する職員

伝染病防疫作業手当
伝染病菌の附着の危険がある
物件の処理作業に従事したと
き

主な支給対象職員

34.5825

除雪機械運転手当

犬猫死体処理手当 死体処理作業に従事した職員

役場に勤務する職員

死体処理作業に従事したとき

（平成２６年度支給割合）

1.45 最高限度額

1.40

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算）

支給実績（平成２６年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２６年度）

勤続２５年

１人当たり平均支給額（平成２６年度）
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（５）その他の手当（平成２７年４月１日現在）

円 千円 円

円

円

円

円

千円 円

千円 円

円 円

円

千円 円

千円 円

円

円

円

千円 円

4 特別職の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

 給料月額×45.5/100×在職月数 任期毎

 給料月額×26.5/100×在職月数 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

       勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

6,569 218,950

1,458

支給実績

2,940 294,000

5,000

単身赴任手当

副 村 長

同じ

支給職員１人当たり
国の制度と
異なる内容

平均支給年額

（平成２６年度決算）

35,629

3,913 63,112

1,639

給料月額等

 674 万円

議 員

そ
の
他 副 村 長

異動などにより、配偶者と別居して単身で生活してい
る職員に支給　　    最高　93,000 円

村 長
寒冷地手当（一般職と同様の支給基準）を支給

村 長

副 村 長

区 分

報

酬

副 議 長

1人につき

１５歳に達する日後の最初の４月１
日から２２歳に達する日以後の最初
の３月３１日までの間にある子に加
算となる額

村 長

6,500

給

料

1,391 万円

213,000

　　（平成２６年度支給割合）

223,000

213,000

（平成２６年度決算）

1人につき

530,000

637,000

637,000

自動車等
利用者

退
職
手
当

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

議 長

530,000

253,000

253,000

223,000

2.95

村 長

副 議 長

2.95

　　（平成２６年度支給割合）

副 村 長

議 長

議 員

管理職手当

 片道２㎞以上

 配偶者

住居手当

扶養手当

配偶者無

 ２人目以上　　　　　

 交通機関利用者実費
 最高限度額

 所長・館長

通勤手当

通勤のため自動車や電車などを利用している職員に支
給

 借家・間借
 最高支給限度額

 片道60㎞以上

2,000

55,000

27,000

　　 20,000　円

管理又は監督の地位にある職員について、その職務の
特殊性に基づき支給

　　 25,000　円 課長・事務局長

世
帯
主  その他の世帯主である職員

17,800

10,200

208,286

同じ

同じ

同じ

 配偶者以外
 １人目

同じ

配偶者有

円

31,600

11,000

6,500

円

自ら居住するための住宅を借り受け、一定額（１２，
０００円）を超える家賃を支払っている職員又は自宅
に居住する世帯主である職員に支給

国の制度
との異同

13,000

寒冷地手当

毎年11月から翌年3月までの各月の初日において在職
する職員に支給

7,360

 扶養親族のある職員

 その他の職員

期
末
手
当
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Ⅲ　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

1 職員の勤務時間

職員の勤務時間は、村の条例・規則等で定められています。勤務場所によっては一部異なりますが、標準的なものは下記のとおりです。

7時間45分 （月曜日から金曜日）

38時間45分（土・日曜日は週休日）

2 その他の勤務時間

（１）休 暇

有給

有給

公務上の負傷の場合　やむを得ない
と認められる期間

必要と認められる期間

 夏季休暇
夏季における諸行事、心身の健康の
維持及び増進

７月から１０月までの期間に、原則とし
て連続する４日間

 介護休暇
配偶者、父母、子、配偶者の父母を
介護する場合

連続する６月の範囲内 無給

 災害等による出勤困難
地震、水害、火災その他の災害又は
交通機関の事故等により出勤するこ
とが著しく困難な場合

必要と認められる期間 有給

 退勤途上の危険回避
災害時において、退勤途上における
身体の危険を回避する場合

 祭日休暇
職員が父母、配偶者及び子のための
特別な行事のため勤務しないことが相
当である場合

１日の範囲内の期間 有給

 親族が死亡した場合 職員の親族が死亡した場合 親族に応じ１日～１０日以内 有給

 子の看護休暇
小学校就学の始期に達するまでの子
を養育する職員が、その子の看護を
する場合

一の年において５日の範囲内 有給

 育児参加休暇
職員の妻が出産する場合であって、
出産に係る子又は小学校就学前の
子を養育する場合

当該期間内における５日の範囲内 有給

 配偶者出産休暇
職員の妻が出産に伴い、勤務しない
ことが相当であると認められる場合

３日の範囲内 有給

 産後休暇 女性職員が出産した場合
出産の日の翌日から８週間を経過する日
までの期間

有給

有給

 産前休暇
８週間以内に出産する予定である場
合

出産の日までの申し出た期間 有給

 結婚休暇 職員が結婚する場合 連続する７日の範囲内 有給

選挙権その他公民としての権利を行
使する場合

必要と認められる期間 有給

 ボランティア休暇
職員が自発的に、かつ、報酬を得な
いで社会に貢献する活動

一の年において５日の範囲内 有給

 骨髄移植休暇
 希望提供

骨髄液の希望提供者としての登録又
は骨髄液を提供する場合

必要と認められる期間

 生理休暇
職員が生理日において、勤務するこ
とが著しく困難である場合

２日以内の期間 有給

 病気休暇

 証人等休暇
証人、鑑定人、参考人として官公署
等へ出頭する場合

必要と認められる期間 有給

 選挙等休暇

有給

私傷病の場合　引き続き９０日を越
えない範囲内

負傷又は疾病のため療養する必要
がある場合

給　料

有給

事　　　　　　　由

終　業　時　刻

始　業　時　刻

１週間の勤務時間

休 暇 の 種 類

一の年ごとにおける休暇
年２０日
翌年への繰越２０日を限度

17：00

期　　　　　　間

8：15

12：00～13：00

 年次有給休暇

１日の勤務時間

休　憩　時　間
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（２）育児休業制度

（３）職員の年次有休休暇の取得状況

（注）　１．対象期間　暦年（平成２６年１月１日から平成２６年１２月３１日まで）

　　　　２．対象職員数とは全期間を在職した一般職員である。

（４）　育児休業の取得状況

（５）　介護休暇の取得状況

Ⅳ　職員の分限及び懲戒処分の状況

1 分限処分の状況

 

2 懲戒処分の状況

 職員の規律違反の責任を確認し、その行為を戒める処分 ０人

停　職

戒　告

減　給  一定期間、職員の給料の一定割合を減額して支給する処分 ０人

種　類

 職員を懲罰として一定期間、職務に従事させない処分 ０人

B/A（％）

合　計 ０人

処　分　の　内　容
平成26年度
処分者数

免　職  職員を懲罰として勤務関係から排除する処分 ０人

合　計 ０人

　懲戒処分は、職員に職務上の義務違反や、公務員としてふさわしくない非違行
為がある場合に、その責任を確認し、職員に道義的責任を問うことにより、公務
における規律と秩序を維持することを目的として科せられる制裁処分であり、免
職、停職、減給、戒告の４種類があります。

休　職  職員に職を保有させたまま一定期間、職務に従事させない処分 ０人

降　給  職員が現に決定されている給料の額より低い額の給料に決定する処分 ０人

16.87

免　職  公務能率を維持する見地から、職員の意に反してその職を失わせる処分 ０人

降　任  職員が現に有している職より下位の職に任命する処分 ０人

平成２６年度　　　育児休業取得者　　な　し

平成２６年度　　　介護休暇取得者　　な　し

　分限処分は、心身の故障等のため職員がその職責を十分果たすことができない
場合に、公務能率を維持することを目的として、職員の意に反して行う不利益処
分のことで、免職、降任、休職、降給の４種類があります。

種　類 処　分　の　内　容
平成26年度
処分者数

対象職員数 平均取得日数

事　　　由 期　　　　　　　　　　　間 給　料

2,795.00

総取得日数 消化率

無給

部分休業
 １日を通じて２時間を超えない範囲内で、職員の託児の態様、通
 勤の状況等から必要とされる期間

無給

種　類

70 6.74

A（日） B（日） C（人） B/C（日）

総付与日数

育児休業
 １歳に満たない子を

養育する職員

 子が１歳に達する日までのうち職員が希望する期間

471.50
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Ⅴ　職員の服務の状況

1 服務規律の保持に関する注意喚起

制約が科せられます。

【平成２７年度に注意喚起した内容】

○　営利企業等の従事制限について

2 営利企業等への従事制限について

（１）　職務遂行に支障がないこと。

（２）　その職員の職との間に特別な利害関係又はその発生のおそれがないこと。

【営利企業等従事許可件数】　　　（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）

3 職務に専念する義務の特例について

１　条例に定めがある場合 （平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日)

　（１）　研修を受ける場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・０人

　（２）　厚生に関する計画の実施に参加する場合(人間ドック等）・・・ １９人
　

⇒報酬を得て、事業又は事務に従事することの許可
　 （主なもの　統計調査員に従事）

　職員がその職務を遂行するに当って、法令等に従い上司の職務上の命令に忠実に従う義務（同３２条）、信用失墜

（３）　国又は普通地方公共団体の職員の職に併せつく場合にあっては、勤務時
　　　間及び給与を受ける時間が重複しないこと。

　全ての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げて

これに専念しなければならない。（地方公務員法第３０条）

行為の禁止（同３３条）、職務上知り得た秘密を守る義務 （同３４条）、職務に専念する義務（同３５条）、政治的

　職員一人ひとりが常にこの義務と責任を自覚し、公務員としての倫理の保持に努めるとともに、公正な職務の遂行

と村民の行政に対する信頼の確保が図られるよう、全職員に対して服務規律の保持について周知徹底を行っています。

  職務の公平性を確保するという観点から、職員には営利企業への従事や役員等の兼業について制限が課せられます。（地方
公務員法第３８条）
　村では、職員から営利企業等への従事について許可の申請があった場合に、次の各号のいずれにも該当せず、且つ、法の精
神に反しないと認める限り、許可することができる。

行為の制限（同３６条）、争議行為等の禁止（同３７条）、営利企業等の従事制限（同３８条）、などさまざまな

件43

　職員は、職務に専念する義務を負います（地方公務員法第３５条）が、法律又は条例に特別の定めがある場合はその義務が
免除されます。
　この「法律又は条例に特別の定めがある場合」には、主に以下のものがあります。

　（３）　その他任命権者が定める場合・・・・・・・・・・・・・・・・・２人
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Ⅵ　職員の研修の状況

1 職員研修の実施状況
（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）

人

人

人

人

人

人

人

人

人

中南津軽郡町村職員研修 人

Ⅶ　職員の福祉及び利益の保護の状況

1 厚生制度の状況

公務能率の向上を図るため、職員の健康管理等の厚生事業を実施しています。

事業内容は、次のとおりです。

2 共済制度の状況

①　青森県市町村職員共済組合

②　事業概要

イ.短期給付事業＝公務外の病気やケガの治療、出産、死亡、休業、災害時の給付

ロ.長期事業＝退職、障害、死亡に対して、年金又は一時金の給付

ハ.福祉事業＝健康診断などの健康の保持増進事業、貯金事業及び貸付事業

 管理者入門研修 3

 新採用者後期研修 8

 新採用者前期研修 8

福 利 事 業 　職員厚生会への補助 　文化レクリェ－ション等の福利増進事業

30歳以上の
希望職員

（脳ドックは
40歳以上）

　日帰りドック

　脳ドック

補助金額　     ０  千円

　職員健康診断
　ドック受診者以外の全職員
　（臨職含む）

91

人
　人間ドック

派 遣 機 関 主 な 研 修 内 容 派遣職員数

 課長研修 1

WIN･WINの交渉術研修 1

青森県自治研修所

 市町村固定資産税研修

人

1

2

対　　象　　者

 業務改善（仕事の効率化）研修

 圏域職員政策提言事業 2

9

 メンタルヘルス研修

区　　分 実施状況（平成２６年度）

12

4

③　財源:必要な費用は「組合員の掛金」と「地方公共団体の負担金」によって賄われております。

人

主　な　項　目

健 康 管 理

弘前圏域職員研修
2

青森県町村会  地域づくり研究会
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3 公務災害補償制度の状況

  公務災害補償とは、職員が公務中あるいは通勤途上で死亡し、又は負傷や疾病に

より障害を負った場合などには，その者又はその者の遺族若しくは被扶養者に対し

公務災害等の認定状況　　　（単位：件　　平成２６年度）

4 措置要求・不服申立て

　職員は、公平委員会に対して、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、適当な

措置が執られるよう要求することや（地方公務員法第４６条）、懲戒その他意に反

する不利益な処分を受けたときは不服申立てをすることができます。（同法４９条

の２第１項）

　村では地方公務員法第７条第４項に基づき、この公平委員会に係る事務処理を青

森県人事委員会に委託しています。

①　給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の状況

②　不利益処分に関する不服申立ての状況

0 0 0

損害を補償する制度です。（地方公務員法第４５条第１項）

公務災害 通勤災害 計

　平成２６年度においては、新たな措置要求はなく、また係属事案もあり
ませんでした。

　平成２６年度においては、新たな不服申立てはなく、また、係属事案も
ありませんでした。
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